
番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

1

１．１ 教育に関する事項
（１）入学者の確保
①‐１
・学生募集パンフレットや広報誌、公式Webサイトなどを通
して、本校の様子と本校６学科の特色が中学生および保護
者、中学校教員に伝わるよう工夫する。

・公式Webサイトを更新し、学校の紹介や各種イベントの案
内、活躍した学生の紹介等の充実を図る。

・オープンキャンパスや入試説明会、学校説明会では、対象
者を意識した効果的な説明をおこなう。

・中学校主催の上級学校説明会は依頼があった場合は原則と
してすべて参加することとし、中学生や保護者、中学校教員
に熊本高専の魅力を伝えられるよう資料等工夫する。

・上級学校の合同説明会は費用対効果を鑑みて、効果を見極
めて参加の有無を検討し、参加する場合は資料等工夫する。

１．１ 教育に関する事項
（１）入学者の確保
①‐１
・学生募集パンフレットなどを通して、特に令和8年度改組に関す
る広報を重点的におこなうとともに、本校の様子と本校6学科の特
色が中学生および保護者、中学校教員に伝わるよう工夫した。

・公式Webサイトは年度内に公開された。

・オープンキャンパス（八代8/2、熊本8/3）、学校説明会（中学
校・塾関係者対象10/7）、入試説明会（熊本10/25、八代
10/26）を開催し、対象者を意識した説明をおこなった。

・中学校主催の上級学校説明会は依頼があった場合は原則としてす
べて参加することとし、八代キャンパスでは24校、熊本キャンパ
スでは13校の説明会に参加した。中学生等に熊本高専の魅力を伝
える資料等を工夫した。

・上級学校の合同説明会については費用対効果の観点から参加して
いない。

2

①‐２
・中学生および保護者を対象に実施しているオープンキャン
パスや入試説明、塾講師や中学校教員を対象とする学校説明
会を開催し、きめ細かなPR活動を継続する。

・中学校主催の状況学校説明会に参加し、中学生および保護
者、中学校教員に高専の魅力を伝える。

・オープンキャンパスでは、各キャンパスの特色を活かし、
学生会と連携した個別相談や保護者会後援会の協力を得て保
護者向け相談ブースの設置など可能な範囲で実施するととも
に寮務委員会や両性会と連携した寮説明会の開催など熊本高
専の特色をアピールする。

・KOSENFES2025の東京と大阪両会場に対面で参加し、相
談に応じるとともに熊本高専のPRに努める。

①‐２
・中学生および保護者対象にオープンキャンパス（八代8/2、熊本
8/3）と入試説明会（熊本10/25、八代10/26）、塾講師や中学
校教員を対象とする学校説明会（10/7）を開催し、きめ細かな
PR活動を継続した。

・中学校主催の上級学校説明会に参加し、中学生および保護者、中
学校教員に伝えた。八代キャンパスでは24校、熊本キャンパスで
は13校の説明会に参加した。

・オープンキャンパスでは、各キャンパスの特色を活かし、学生会
と連携した個別相談や保護者会後援会の協力を得て保護者向け相談
ブースの設置など可能な範囲で実施するとともに寮務委員会や寮生
会と連携した寮説明会の開催など熊本高専の特色をアピールした。

・KOSENFES2025の東京（6/15）、大阪（7/13）に対面で参
加し、相談に応じるとともに熊本高専のPRをおこなった。また、
外部業者に動画作成を依頼し、現在「みんなの高専チャンネル」で
公開されている。

3

①‐３
・「おもしろサイエンス・わくわく実験講座」や出前授業を
通して、小中学校のSTEAM教育支援をおこなうとともに本校

の特色や魅力を発信する。

①‐３
・「おもしろサイエンス・わくわく実験講座」（5/17）を開催、
出前授業は年度末にかけて計12校で実施した。小中学校の

STEAM教育支援をおこなうとともに本校の特色や魅力を発信して
いる。

4

②‐１
・女子中学生の志願者増に向けた取り組みとして、オープン
キャンパスや学校説明会等において女子学生による相談コー
ナーを設ける。

・本校の女子学生の活躍をPRするために、パンフレットや説
明会資料、Webサイト等を活用する。

②‐１
・女子中学生の志願者増に向けた取り組みとして、オープンキャン
パスや学校説明会等において女子学生による相談コーナーを設け
た。

・本校の女子学生の活躍をPRするために、パンフレットや説明会
資料、Webサイト等を活用している。

熊本高等専門学校　令和７年度計画の点検結果
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番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

5

②-2
・オンキャンパスの国際化に資する外国人留学生の確保に向
けて以下の取り組みを行う。

・JASSO等を活用して協定校からの外国人留学生を受け入
れ，本校学生の海外活動の場を充実する。

・ホームページの英語版コンテンツを最新情報に保ち，協定
校との定期的に連絡を通じて，本校や高専の魅力を伝えてい
く。

・KOSEN Global Campの実施のほか対面型国際交流やオン
ラインでの学生交流活動を計画実施する。

・タイ高専からの3年次編入生への適切な指導を引き続き継続
する。

・外国人留学生の教育効果を高めるため，日本語教育をはじ
めとする支援を引き続き行う。

②-2
・JASSOを活用し協定校からの交換留学生として前期3名，後期8
名　計11名の外国人留学生を受け入れており本校学生の学内での
国際活動の場として音キャンパスの国際化に活用している。

・ホームページの英語版コンテンツについては必要な部分を更新し
た。協定校とは定期的に連絡をとり本校や高専の魅力を伝えてい
る。

・KOSEN Global Campを8月に実施し，本校学生を含め第５ブ
ロックから19名，運営学生として27名，計61名が対面型国際交
流を実施した。オンラインでの学生交流活動も1学科が研修旅行前
に実施し現地訪問時の交流を円滑に行うことができた。

・タイ高専からの3年次編入生(R7年度は熊本キャンパスの3年か
ら5年生に各1名ずつ受入れ）への適切な指導・サポートを継続し
て実施している。

・外国人留学生の教育効果を高めるため，日本語教育をはじめとす
る支援を引き続き実施している。

6

③-1
・本校の教育にふさわしい充分な資質、意欲と能力を持った
多様な入学者を確保するため、本校のアドミッションポリ
シー（AP）を公開周知するとともに、入試等のデータ整理・
分析を実施し、APに基づいて実施される入学者選抜が適切か
点検を行う。

・また、受験生の利便性を向上させるための取り組みとして
「最寄り地等受験」の他、WEB出願システムの安定的運用並
びに必要なシステムの改善を進める。

③-1
・本校のアドミッションポリシー（AP）を公開周知するととも
に、入試等のデータ整理・分析を実施し、志望理由書を見直し、
APに基づいた入学者選抜を行った。

・「最寄り地等受験」の他、WEB出願システムの安定的運用並び
に必要なシステムの改善を進めた。

7

③‐２
・障害がある受験生に対する配慮について、本校の対応事例
をまとめ、適宜情報発信をおこなう。

③‐２
・障がいがある受験生に対して配慮をおこなっており、相談を受け
た際には適切に対応するとともに適宜情報発信をおこなっている。

8

（２）教育課程の編成等
①‐１-１
・地域社会・地場企業と連携しながら、半導体・デジタル人
材育成を継続するとともに、アントレプレナーシップ教育お
よびAT(Assistive Technology)分野等での社会実装教育を
さらに進める。

（２）教育課程の編成等
①‐１-１
・熊本高専地域連携振興会を中心として、地元自治体・地場企業と
連携しながら、半導体・デジタル人材育成を一層進めるとともに、
アントレプレナーシップ教育およびAT(Assistive Technology)
分野等での社会実装教育をさらに進めた。

9

①‐１-２
・第5ブロック専攻科と九州大学工学部の双方の強みを融合さ
せ、教育資源を有効に活用し、教育内容の高度化を図ること
を目的とした九大工学部・九州沖縄9高専連携教育プログラム
を推進する。

①‐１-２
・第5ブロック専攻科と九州大学工学部の双方の強みを融合させ、
教育資源を有効に活用し、教育内容の高度化を図ることを目的とし
た九大工学部・九州沖縄9高専連携教育プログラムについて推進に
努めた。

10

①‐２
・技術者教育に強みを持つ高専と多様な教育・研究資源を持
つ九州大学が連携・協力することで、多様化する課題に適切
に対応する人材を育成する九大工学部・九州沖縄9高専連携教
育プログラムの更なる推進を図る。

①‐２
・本科4年生への連携教育プログラム説明会の実施(4月)、夏季イ
ンターンシップの周知(5月)、希望学生の九大筑紫キャンパスオー
プンキャンパスの引率(5月)、九大教員による本科3/4年生を対象
とした連携プログラム説明会の周知(6月)、九大融合基礎工学科研
究室訪問の周知(9月)を行い、九大工学部・九州沖縄9高専連携教
育プログラムの推進を図った。その結果、今年度入試において本科
5年生4名が合格、夏季インターンシップへも本科4年生11名が参
加した。

2/13



番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

11

②-1
・学生が海外で活動する機会を提供する体制の充実のため、
以下の取組を実施する。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

②-1
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

12

②‐２    【再掲】(番号11）
・学生の実践的な英語力、国際コミュニケーション力の向上
や、海外活動を積極的に経験し、グローバル環境下で専門知
識・スキルを活用し、協働して課題解決に取り組むことがで
きる人財を育成に取り組む。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や

交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

②‐２
・海外研修旅行(６学科とも実施)をはじめ，高専グローバルキャン
プなど自主参加型の海外または国内での研修プログラムを実施し，
学生のスキル向上や，国際的な場面で課題解決に取り組む人材育成
を実施している。

【再掲】 (番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が

できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

13

③‐１
・高専体育大会およびロボコン、プログコン、デザコン、英
語プレコン等に参加する本校の学生が大会で活躍できるよう
に、予算面と環境面の両方において可能な限りの支援を行
う。

③‐１
・予算面では、学生委員会でも予算を確保し、さらに学生研究教育
支援金、校長裁量経費、保護者後援会・奨学後援会の補助による支
援も行った。また、ロボコンについては11月の全国大会進出が確
定した時点で、さらなる支援を行った。環境面では、教職員のサ
ポートとともに、外部コーチによる指導も実施しており、また、申
請による活動時間の延長による活動支援も行った。

14

③‐２
・学生にボランティア活動の社会的意義を伝える機会を設
け、ボランティア活動に自発的に参加するように呼び掛け
る。ボランティア活動に参加した学生の活躍を学生全体に発
信することで、ボランティア活動を経験した学生を増やして
いく。また、一定時間参加した学生には単位を発行する等の
インセンティブを与える。

③‐２
・全学生に、本校主催の科学イベントをはじめ、各種イベントや令
和2年7月豪雨で被災した歴史的建造物の修復活動等の案内を行
い、ボランティア活動への参加を奨励した。活動に参加した学生の
状況をHP等で報告し、さらなる参加を促した。また、一定時間を
参加した学生には、単位申請できるように整えた。

15

③−３　 【再掲】(番号11）
・国際会議や海外留学，短期派遣プログラム等の学生海外活
動を支援し，情報提供や活動機会の提供を行う。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

③−３
・国際会議や海外留学，短期派遣プログラム等の学生海外活動の情
報提供を行い，「高専生渡航支援」事業等でも支援の実施をおこ
なった。渡航者総数268名のうち渡航支援による支援学生数94
名．

 【再掲】(番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

3/13



番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

16

（３）多様かつ優れた教員の確保
①
・専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つとし
て、博士の学位を有する者（2年以内に学位取得見込の者も含
む）とすることを原則とする。

（３）多様かつ優れた教員の確保
①
・令和７年の専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つと
して、博士の学位を有する者（2年以内に学位取得見込の者も含
む）とすることを原則として実施している。

17

②‐１
・企業や大学等とのクロスアポイントメント制度活用を進め
る。

②‐１
・九州大学等とのクロスアポイントメント制度を継続的に活用して
いる。

18

②‐２
・民間で活躍するOB・OGの協力を得て、現場の実態を参考
としながら教育内容の高度化を推進する。

②‐２
・半導体人材教育等において、民間で活躍するOB・OGの協力を
得て、現場の実態を参考としながら教育内容高度化に努めている。

19

③
・教職員の育児または介護に対応した働きやすい環境を整備
するため、「柔軟な勤務時間制度」及び「同居支援プログラ

ム」等の周知を行うとともに、相談しやすい体制を構築す
る。

③
・令和７年度は、育児又は介護に関する相談対応を通じて制度の周
知及び円滑な利用促進を図った。具体的には、機構が整備するＷＥ

Ｂサイト「ワーク・ライフ・バランスに配慮した休暇等制度」を活
用し、教職員に対して制度内容や申請方法を丁寧に説明した結果、
育児休業２件、出生時育児休業３件、育児を理由とした早出勤務１
件及び介護を理由とした遅出勤務１件の利用実績があった。

20

④
・一般科目および専門科目において、外国人教員登用を進め
る。

④
・一般科目の英語および専門科目の技術英語等において。外国人教
員（非常勤講師）を雇用している。

21

⑤
・国立高等専門学校間の教員人事交流制度活用を検討する。

⑤
・国立高等専門学校間の教員人事交流制度について教員への周知等
に努めている。

22

⑥
・教育、学生支援、研究等の教員に求められる資質・能力を
向上するためにFD活動を実施する。

⑥
・教育、学生支援、研究等の教員に求められる資質・能力を向上す
るために機構が実施する研修への参加、並びに科研費採択のための
研修、SSW等の講話・外部講師によるメンタルヘルス講演等のFD
活動を実施している。

23

⑦
・教育活動や生活指導などにおいて、顕著な功績が認められ
る教員や教員グループを表彰する。

⑦
・教育活動や生活指導などにおいて、顕著な功績が認められる教員
の表彰を継続して実施した。
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24

（４）教育の質の向上及び改善
①
・教育内容の豊富化及び教育指導の質の向上を図るため、他
高専・他大学との教材の共有や、授業科目の履修・単位の互
換認定を推進する。

・モデルコアカリキュラムに基づく教育の質保証の強化を進
める。

・産業界や行政と連携し、熊本高専ファーストペンギンズプ
ロジェクト、COMPASS5.0、GEAR5.0、COOP教育、
MDASH教育など継続して取り組む。

・アセスメントポリシーに基づき、ディプロマポリシー、カ
リキュラムポリシー、アドミッションポリシーの検証等、教
学マネジメントの実践を推進し、PDCAサイクルにより教育
の改善に取り組む。

（４）教育の質の向上及び改善
①
・他高専・他大学との教材の共有や、授業科目の履修例があり、
MCCに基づく教育の質保証の強化に取り組んだ。
また、産業界や行政と連携し、熊本高専ファーストペンギンズプロ
ジェクト、COMPASS5.0、GEAR5.0、COOP教育、MDASH教
育など継続して取り組んだ。

・アセスメントポリシーに基づき、３ポリシーの検証、教学マネジ
メントの実践を推進し、教育の改善に取り組んだ。

25

②
・教育の質保証及び向上に努めるため、令和5年度に受審した
高等専門学校機関別認証評価において、改善を要する点につ
いて改善を進める。

②
・教育の質保証及び向上に努めるため、令和5年度に受審した高等
専門学校機関別認証評価において、担当委員会が主として改善を要
する点について改善を進めている。

26

③-1
・リベラルアーツ系科目を活用し、令和６年度に引き続き、
地域企業、行政機関、外部エンジニア等と連携したPBLを推
進・強化する。

・地域企業との長期インターンシップや、「新・閃きイノ
ベーション」などを通して、地域企業等が直面する課題解決
を目指したPBLを行う。

・令和６年度に引き続き、地域の自治体等と連携して、小中
学生等を対象とした情報プログラミング教育を含むSTEAM教
育の支援を実施する。

③-1
・リベラルアーツ系科目や専門演習科目を活用し、令和６年度に引
き続き、地域企業、行政機関、地域住民、外部エンジニア等と連携
したPBLを推進・強化に取り組んだ。

・地域企業との長期インターンシップや、「新・閃きイノベーショ
ン」などを通して、地域企業等が直面する課題解決を目指した
PBLを行った。

・令和６年度に引き続き、地域の自治体等と連携して、小中学生等
を対象とした情報プログラミング教育を含むSTEAM教育の支援を
実施した。

27

③-2
・地域企業への長期インターンシップ、共同研究や連携活動
等、地域企業等との協働教育の成果を、KSPS発表会、新・閃
きイノベーション発表会などで紹介する。

③-2
・地域企業への長期インターンシップ、共同研究や連携活動等、地
域企業等との協働教育の成果を、KSPS発表会、新・閃きイノベー
ション発表会などで紹介した。

28

④
・技術科学大学との間の連携教育、共同研究、人事交流など
の分野での連携を検討する。

④
・技術科学大学との間の連携教育、共同研究、人事交流などの分野
での連携について検討を継続する。

29

（５）学生支援・生活支援等
①
・本校に配置されているスクールカウンセラーおよびスクー
ルソーシャルワーカー等との連携を密にしつつ、担任との懇
談や教職員対象の研修を実施し、実効性のある研修等を行
う。

（５）学生支援・生活支援等
①
・本校に配置されているスクールカウンセラー（SC）およびス
クールソーシャルワーカー（SSW）等との連携を密にしつつ、担
任との懇談や教職員対象の研修を実施し、実効性のある研修等を
行った。SCやSSWによる面談実施後には面談報告書を共有すると
ともに、学生・保護者の対応を協力して行っている。また、担任と
スクールカウンセラーとの懇談会を実施した。

30

②
・各種奨学金制度に係る情報が学生ならびに保護者に適切に
行き渡るよう、文書や公式ホームページ、Teams、eメッ
セージ等を活用し、積極的に情報提供を行う。

②
・各種奨学金制度に係る情報が学生ならびに保護者に適切に行き渡
るよう、文書や公式ホームページ、Teams、eメッセージ等を活用
し、積極的に情報提供を行っており、多くの申請があった。

5/13
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31

③
・4年生を対象として、キャリア教育(1単位）（「キャリア
デザイン」(熊本C)，「進路セミナー」(八代C)）を実施す
る。また、「インターンシップ」(1単位）を通じて就職活動
に向けた準備を行う。

・さらに、企業の合同説明会（仕事研究セミナー（両C））を
12月に実施する。このセミナーには、2,3年生も参加する。

・低学年からのキャリア教育や，アントレプレナーシップ教
育を講演会や工場見学などを通じて実施するとともに、3年生
で研修旅行を行うことで就職に向けての意識付けを行う。

③
・4年生を対象として、キャリア教育(1単位）（「キャリアデザイ
ン」(熊本C)、「進路セミナー」(八代C)）を実施している。ま
た、「インターンシップ」(1単位）を通じて就職活動に向けた準
備を行った。

・さらに、企業の合同説明会（仕事研究セミナー（両C））を12
月に実施予定であり、このセミナーには、2,3年生も参加した。

・低学年からのキャリア教育や、アントレプレナーシップ教育を講
演会や工場見学などを通じて実施した。3年生での研修旅行では就
職に向けての意識付けを行った。

32

１．２ 社会連携に関する事項
①
・「国立高専研究情報ポータル」、「リサーチマップ」等の
年度更新による情報の充実、高専機構本部と連携したプレス
リリースの活用により、教員の研究分野や共同研究・受託研
究の成果などの情報を発信する。

１．２ 社会連携に関する事項
①
・教員会議やTeamsにより、「国立高専研究情報ポータル」高専
機構 産学連携サイトの外部資金情報の情報提供を行っている。令
和7年7月14日には、科研費動画コンテンツを活用した科研費申請
に係る学内講習会を実施した。「科研費獲得ウェビナー
for2026」参加支援、機構本部からの情報を周知した。また、
「リサーチマップ」の随時更新を案内し、情報の充実に努めてい
る。

・高専機構本部と連携したプレスリリースの活用のための学内手続
きの確認を行い、教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果など
の情報を高専を詳しく知らない人や理工系分野が専門外の人でも一
読で内容が理解できるような記事の作成を該当教員に依頼し、情報
を発信した（PR TIMES活用：８件）。

33

②
・国立高専リサーチ・アドミニストレータ（KRA）や社会連
携・研究支援室及び社会連携・研究委員会、国立高等専門学
校間の研究ネットワーク、GEAR5.0/COMPASS5.0等を活
用し、地方自治体や地域連携振興会企業との新たな共同研
究・受託研究の受入れを促進する。

・また、KRAによる工学技術分野の展示会への出展活動や効
果的技術マッチングのイベント等を通じて、知的財産を活用
した社会実装などアントレプレナーシップ教育の社会還元を
進める。

②
・2/28時点で、共同研究（新規・継続追加受入）11件、受入金
額8,293,543円、受託研究（新規・継続）4件、受入額総合計
（予定額含む）29,094,279円、補助金1件、受入予定額
6,654,000円、受託事業3件、受入予定額844,000円、受託試
験11件、675,000円、研究助成等10件、受入金額9,895,000
円、寄附金35件、16,870,531円を獲得している。

・7/18（金）～8/26（火）文部科学省東館2階エントランス【展
示場所A】、GEAR活動ポスターを展示した。

・8/5（火）熊本キャンパスで、KRA及びINPITアカデミア知財
支援窓口担当とGEARテーマの特許出願に関する相談、情報共有し
た。

34

③‐１
・報道機関等と連携して、情報発信に積極的に取り組む。

③‐１
・高専機構本部と連携したプレスリリースの活用のための学内手続
きの確認を行い、教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果など
の情報を高専を詳しく知らない人や理工系分野が専門外の人でも一
読で内容が理解できるような記事の作成を該当教員に依頼し、情報
発信準備を進めている。

・高専として社会にアピールしたい内容を含んだ研究発表、受賞、
イベント等の情報を熊本県記者クラブ、八代市記者クラブ、各報道
機関に提供するなど、情報発信に積極的に取り組んでいる。
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35

③‐２
・地方自治体や教育機関と連携し、地域連携の取組や学生活
動等の様々な情報をホームページや報道機関への情報提供等
を通じて、社会に発信するとともに、報道内容及び報道状況
を機構本部に随時報告する。

③‐２
・地方自治体や教育機関と連携し、地域連携の取組や学生活動等を
積極的に行い、ホームページなどを通じて情報を発信している。

・氷川町と本校との連携協力に関する包括協定に基づき、「氷川町
有佐駅前通りまちづくり事業」(受託事業)を開始した。この事業で
は、昨年度、本校から提案した「有佐駅前通りのエリアコンセプト
プラン」を踏まえ、新たに建設される予定の住宅地周辺のし、年度
末の報告会で発表した。学生13名が参画した。
・専門演習科目における学生作品の展示会や講評会を開催し、地域
社会に対し学生の学修成果を発信している。

・令和7年9月6日、市民講座「未来をひらく火薬の科学 ～やつし
ろの花火から宇宙探査まで」を開催し、約200名が参加。本校教
員が、燃焼と爆発の違いや火薬の応用について、身近な例を交えた
講演を行った。火薬の応用については、自動車のエアバッグといっ
た身近な技術から、水中衝撃波や爆発圧着法などの専門的な内容ま
で、幅広く紹介した。

・令和7年9月18日、農研機構九州沖縄農業研究センター研究員と
交流会を実施した。実施内容については本校ホームページで情報発
信を行っている。

36

④
・教育委員会や公民館等と連携し、小中学生を対象とした
STEAM教育支援の取組等を通じ、地域の理工系人材の早期発
掘及び人材育成支援を推進する。

④
・令和7年6月から計10日間の日程で，県の小・中・高・特別支援
学校の先生方を対象とするプログラミング教育研修を実施した。本
研修は、熊本県との包括連携協定及び熊本県教育委員会と教育研究
の振興に関する覚書に基づき、県との連携により実施されたもの
で、参加者は100名を超える。熊本県との連携を図りながら、今
後も地域の先生方のプログラミング教育向上に貢献する。

・地域の自治体や小中学校と連携したSTEAM教育活動を随時実施
している。令和8年3月末の時点で、対外的な参加者はのべ6,900
名を超える。活動については、本校ホームページを中心に情報発信
している。

・熊本市主催の小中学生向け公開講座「しごと学びWEBライブ 半
導体特別授業」を令和８年１月１０日に実施した。受講児童・生徒
２９名は、「半導体の回路を作ろう」というテーマで、回路を製作
する工程の講義を受けた後、本校学生と一緒にトランジスタや
LEDを使った回路を作製した。またクリーンゾーン生成装置での
実験や、クリーンルーム見学など、校内の施設を見学した。本活動
は本校ホームページならびに熊本市ホームページで情報発信してい
る。

37

１．３ 国際交流等に関する事項
①-1
・機構本部からの要請や協力依頼について必要な支援に協力
する．
・タイ高専から受け入れ中の編入受入学生へ必要な学修支
援・生活面の指導を適切に行う

１．３ 国際交流等に関する事項
①-1
・機構本部からの要請や協力依頼について必要な支援に求めに応じ
て協力している．

・タイ高専から受け入れ中の編入受入学生へ必要な学修支援・生活
面の指導を随時行っている．

38
①‐２
・該当なし

①‐２
・該当なし

39

①‐３
・KOSEN-KMITL及びKOSEN KMUTTへの教員派遣に加
え、教員研修、教育課程等の点で支援・連携を継続する。

①‐３
・KOSEN-KMITL及びKOSEN KMUTTへの教員派遣への応募に
加え、教員研修、教育課程等の点で支援・連携を継続している。

40
①‐４
・該当なし

①‐４
・該当なし
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41

①‐５
・エジプトにおける「KOSEN」の導入支援として、関係府
省・独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携しながら、必
要に応じてJICA技術協力プロジェクトによる相手国からの要
請に応じた支援を行う。

①‐５
・エジプトにおける「KOSEN」の導入支援として、関係府省・独
立行政法人国際協力機構（JICA）と連携しながら、JICA技術協力
プロジェクトによる相手国からの要請に応じた支援の可能性のも
と、エジプトからの視察を受け入れた。

42
①‐６
・該当なし

①‐６
・該当なし

43
①‐７
・該当なし

①‐７
・該当なし

44

②
・国際交流支援室が中心となり、タイ高専等との交流・支援
において機構本部への協力を行っている。

②
・国際交流支援室が中心となり、タイ高専等との交流・支援におい
て機構本部への協力を行っている。

45

③‐１　 【再掲】(番号11）
・学生が海外で活動する機会を提供を充実させる取り組みを
行う。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

③‐１
・学生が海外で活動する機会を提供を充実させる取り組みとして，
6学科の海外研修旅行，2年生向け台湾研修(実施済み37名参加)を
実施した．また年度末に向けても海外渡航の機会充実に取り組みシ

ンガポールでの英語研修(本校13名+九州沖縄高専2名参加)を実施
した。

 【再掲】(番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

46

③‐２　 【再掲】(番号11）
学生が海外で活動する機会を提供する体制の充実のため、以
下の取組を実施する。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

③‐２
学生が海外で活動する機会を提供する体制の充実のため、以下の取
組を実施した。

 【再掲】(番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。
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番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

47

③‐３　 【再掲】(番号11）
国際会議や海外留学，短期派遣プログラム等の学生海外活動
を支援し，情報提供や活動機会の提供を行う。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

③‐３
国際会議や海外留学，短期派遣プログラム等の学生海外活動を支援
し，情報提供や活動機会の提供を行った。

 【再掲】(番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

48

④
国立高等専門学校のオンキャンパス国際化に資する外国人留

学生の確保に向けた取り組みを行う。

・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外
研修ができるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や
交流協定校を中心とした教育機関と連絡を取り合い、協定校
への交換留学や研修や海外インターンシップの準備を進めて
いく。

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップや
オンラインでの学生交流を計画実施する。

  【再掲】(番号11）
・タイ高専から受入中の学生指導体制を整え，適切に学生指
導を推進していく。

④
国立高等専門学校のオンキャンパス国際化に資する外国人留学生の

確保に向けた取り組みとして，JASSOへの申請を毎年継続して
行っており，今年度もタイプAに採択されており，次年度向けにも
申請を行い協定(受入)枠として19名，さらに協定(派遣)枠として5
名のプログラムが採択された．

 【再掲】(番号11）
・海外渡航の安全状況に注視しつつ、安全に海外留学や海外研修が
できるよう、また、将来の活動に向けて、海外企業や交流協定校を
中心とした教育機関と連絡を定期的に行っている。協定校への交換
留学生1名の派遣や海外研修旅行では新たに２学科が実施した。各
学科が行う研修および，本校が計画する海外派遣プログラムにより
令和7年度は242名が国外へ渡航し，さらに個別の留学等では語学
留学14名やサマースクール4名，学会発表5名などにより26名を
派遣した．

・海外協定校と協議しながら、対面型国際ワークショップとして高
専グローバルキャンプ(学生参加者61名)などを実施し，オンライ
ンでの学生交流も実施した。

49

⑤
・外国人留学生の学業成績や資格外活動の状況等の把握や適
切な指導等に取り組む。

⑤
外国人留学生について、学業成績の状況を把握し、外国語（英語）
の能力を考慮して単位認定するなど適切な学生指導を行っている。

　 ２．業務運営の効率化に関する事項 ２．業務運営の効率化に関する事項

50
２．１  一般管理費等の効率化
・必要な業務の優先順位を考慮し、一般管理費の効率的な運
用を行う。

２．１  一般管理費等の効率化
・業務の優先順位を考慮し、運営交付金の枠内で一般管理費の効率
的な運用に努めた。

51
２．２　給与水準の適正化
・教員の給与水準について、適正化に取り組む。

２．２　給与水準の適正化
教員の給与水準について、機構の規則に従い適正化に努めた。
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番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

52

２．３　契約の適正化
・契約にあたっては、他高専で実施された監事監査の指摘事
項等を踏まえ、随意契約の適正化を推進するとともに、一般
競争契約への見直しを推進する。

・さらに、引き続き機構通知等に基づき学内（内部）監査等
を実施する。

・また、両キャンパスにおける調達等の合理化、効率化につ
いても引き続き検討し、可能なものから着実に実施する。

２．３　契約の適正化
・随意契約の適正性の確保として、競争性のない随意契約について
は、全て機構本部への確認を経て行っている。
 
・公的研究費にかかる学内監査を10月22日、30日に実施し、高
専相互会計内部監査（熊本→佐世保）を12月16日に実施し、物件
費等にかかる契約の適正性等を確認した。

・通常は各キャンパスにおいて実施する「LEDへの改修工事契約
（入札）」について、両キャンパス分を一括して実施した。また、
これまで各キャンパスで実施していた学生寮・学生寮食堂及び教職
員食堂の「防虫・防鼠作業委託契約」について一括して行うことに
より、調達等の合理化・効率化をはかった。

53

２．４　情報通信技術を活用した業務の効率化
・デジタル・トランスフォーメーションを活用し、教育や事
務等各種業務の効率化を推進する。

２．４　情報通信技術を活用した業務の効率化
・DXネットワークプロジェクトグループと共同で教職員への
Excelの使い方について合同研修会を開催した（11/21,
12/1）。

・NIIが開催している大学等におけるオンライン教育とデジタル変
革に関するサイバーシンポジウムの案内を随時行った。

・高専高度化推進事業に採択され、出席確認に係る6高専連携の調
整を行い出席のDX化のためのシステム調達を行った。両キャンパ
スで学生の出席登録，成績通知等を行い，省力化を行った。

　 ５．財務内容の改善に関する事項 ５．財務内容の改善に関する事項

54

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び
資金計画
３．１　戦略的な予算執行・適切な予算管理
・機構本部令和7年度計画及び機構本部予算編成方針を受け、
年度当初に本校の予算編成方針を策定し、校長裁量経費によ
る戦略的な予算配分を行い、一般管理費、その他の業務の効
率化を図る。

・また、一般管理費の削減を図るため、学内委員会等と連携
して光熱費、通信費等の削減の取り組みを実施する。

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金
計画
３．１　戦略的な予算執行・適切な予算管理
・令和7年4月に財務企画会議を発足させ、戦略的な予算執行・適
切な予算管理のために、物件費・人件費（非常勤人件費）・光熱費
の高騰対応策等、財務上の検討課題について検討を行った。

・また、環境施設委員会を開催し、省エネルギー及び節電の取組の
推進について、夏季は熊本C5/28、八代C6/3、冬季は熊本
C12/8、八代C12/9に検討を行い、本校の全教職員・学生に向け
て協力を依頼し、光熱費が、昨年度比で約630万円の削減となっ
た。
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番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

55

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加
・社会連携活動の推進等を通じ、共同研究、受託研究等を促
進し、外部資金の獲得の増加を図る。

・また、卒業生が就職した企業、同窓会等との交流を図り、
より効果的な寄附金の獲得につながる取組を推進する。

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加
・教員会議やTeamsにより、「国立高専研究情報ポータル」高専
機構 産学連携サイトの外部資金情報の情報提供を行っている。令
和7年7月14日には、科研費動画コンテンツを活用した科研費申請
に係る学内講習会を実施した。「科研費獲得ウェビナー
for2026」参加支援、機構本部からの情報を周知した。

・熊本高専地域連携振興会「研究開発推進事業」の公募が行われ、
2件の事業が認められた。

・外部資金の導入を進めており、令和7年9月に、ネーミングライ
ツ事業（第1号）として、三井三池製作所とパートナー契約を締結
した。また、令和8年3月には、応用電機株式会社、ルネサスエレ
クトロニクス株式会社2社とネーミングライツ事業パートナー契約
を締結した。

・令和7年11月には、八代市のふるさと納税（八代市次世代創業
者等育成事業）に採択され、1,468,800円のご寄附をいただい
た。

・本校における全学的な教育研究活動への継続的な支援を目的とす
るため、今年度から新たに「くまもとKOSEN未来基金」を設立
し、３月から運用を開始した。

　 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

56

７．１ 施設及び設備に関する計画
①-１
・本校の機能の高度化や老朽施設の改善などの整備を推進
し、施設マネジメントを進める。

７．１ 施設及び設備に関する計画
①-１
・高専高度化経費を活用した学内DX化を進めている。また、計画
的に学寮の改修を行っている。

57

②
・例年実施しているAED講習、防災訓練（学寮を含む）等を
実施する。

②
・教職員・学生対象のAED講習および全学的な防災避難訓練（学
寮を含む）を実施している。

58

③
・在校生に対して、アントレプレナーシップ教育の一環とし
て整備した設備など、学内の様々な施設・設備の有効活用を
進め、適切に維持管理運営を行っていく。

・これらの設備を用いた教育実績を含め、学校の魅力を中学
生や保護者に対して、学校説明会・オープンキャンパス等を
通じ積極的に発信していく。

③
・アントレプレナーシップ教育の一環として整備した施設を活用し
てKOSEN Glosbal Camp （８月）を実施した。また、オープン
キャンパスにおいて中学生・保護者に対して紹介した。

59

７．２ 人事に関する計画
①
・課外活動では外部コーチの登用、学寮では外部人材の活用
を進める。

７．２ 人事に関する計画
①
・課外活動において積極的に外部コーチを活用した。また、学寮で
は寮母的な役割の外部人材を継続して雇用している。

60

②
・本校の特色形成、高度化のための教員の戦略的配置を目的
として、教員人員枠の再配分を進める。

②
・令和７年度より学内組織改編を行い。情報教育セキュリティセン
ターを設置し、教員配置を実施している。

61

③
・若手教員確保のため、教員人員枠の弾力化を進める。

③
・教員人員枠を総合的に考慮しつつ、若手教員確保のため公募を実
施している。
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番号 熊本高等専門学校令和７年度 年度計画 令和７年度計画実績

62

④‐１　【再掲】(番号16）
・専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つとし
て、博士の学位を有する者（2年以内に学位取得見込の者も含
む）とすることを原則とする。

④‐１　【再掲】(番号16）
・令和７年度に実施している公募において、博士の学位を有する者
（2年以内に学位取得見込の者も含む）とすることを原則としてい
る。

63

④‐２
・企業や大学等とのクロスアポイントメント制度活用を進め
る。

④‐２
・九州大学等とのクロスアポイントメント制度を継続的に活用して
いる。

64

④‐３
・機構の計画する多様な人事交流の取組を、個人の事情にも
配慮しつつ活用を進める。

④‐３
・同居支援プログラムを活用した人事交流を実施している。

65

④‐４
・一般科目および専門科目において、外国人教員登用を進め
る。

④‐４
・一般科目の英語及び専門科目の技術英語等で外国人教員（非常勤
講師）の登用を行っている。

66

④‐５
・男女共同参画やダイバーシティに関する意識啓発のための
研修会等の実施を検討する。

④‐５
・男女共同参画やダイバーシティに関する研修会等について情報共
有を行い、参加を勧めている。

67

⑤
・機構が計画する個人の事情に配慮した「同居支援プログラ
ム」等の人事交流プログラムを活用して、教職員の人事交流
を促進し、多様な人材の育成を図る。

⑤
・機構が計画する「教員の同居支援プログラム」について、本校教
員から応募希望があり、制度活用に向けた対応を行った。受入れ高
専とのマッチングには至らなかったものの、本制度の利用を希望す
る教員が確認され、人事交流促進に資する制度としての活用可能性
が確認された。

68

（２）人員に関する指標
・学内外で実施される各種研修等への参加を促す。

・長期的には若年のうちに総務・財務・学生のすべての系を
経験できるように配属し、広い視野をもった職員の育成、及
び職務能力の向上を目指す。

・また、現在職務に使用しているMicrosoft365等の各種
ツールをより効率的に活かせるよう、SD研修等の実施によ
り、教職員のスキルアップを目指す。

（２）人員に関する指標
・学内外で開催される各種研修について案内し、教職員が11種
（対面形式のみカウント）の研修に参加した。

・他機関への出向も含め、人事異動に際しては総務・財務・学生の
すべての系を経験できるよう配慮し、実際に課を跨いだ人事異動が
実施された。

・１１月と１２月に１回ずつ教職員を対象としたSD研修会を開催
した。実際に学内で使用されている様式を基に、よりデータを活用
するための改善案を検討する実践的なグループワークを中心に実施
し、職員のスキルアップにつながった。

69

７．３ 情報セキュリティについて
①
・高専全体で利用する情報システムの仕様変更や操作方法の
変更に対応する。

・本校独自に設置して運用している情報システムについて適
宜点検と見直しを行う。

７．３ 情報セキュリティについて
①
・次期「高専統一ネットワークシステム」に向けた準備として、仕
様変更に伴うネットワーク再設計、作業日の調整を行った。

・マルウェア対策ソフトの新しい環境に対応する作業を行った。

・新しいプロトコルQUICに関連して校内LANの通信障害に対応し
た。
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70

②
・機構の情報担当者向けの情報セキュリティに関する各研修
に対して積極的に参加する。

②
・K-SECによるNECセキュリティエンジニアとの情報交換会に参
加した。

・情報戦略本部連絡会に参加した。

・K-SECの研修会(3/24-26)について案内し，教員の参加があっ
た。

71

③
・CISO及び情報戦略推進本部情報セキュリティ部門からの連
絡に従い、情報セキュリティ対策を実施する。

・令和6年度に受けた情報セキュリティ監査結果を点検し，指
摘事項に対応する。

③
・令和6年度情報セキュリティ監査チェックシート提出6/30。
サーバ室の不用品撤去などの対応が終了した。

72

④
・機構が実施する情報セキュリティに関する各研修や訓練に
対して積極的に参加する。

・情報セキュリティに関連する各研修について教職員に紹介
する。

④
・実践的サイバー防御演習「CYDER」について案内をした
（6/2）。

・情報セキュリティトップセミナーに参加した（8/5）。

・情報セキュリティe-Learningについて案内をした（8/20）。

・サイバーセキュリティNECセキュリティエンジニアとの情報交
換会について案内をした（10/8）。

・情報セキュリティインシデント対応訓練に対応した。

・UPKIの証明書発行方法変更に係る説明会に参加した
（11/21）。

・K-SECの研修会(3/24-26)について案内し，教員の参加があっ
た。

73

⑤
・CISO及び情報戦略推進本部情報セキュリティ部門からの連
絡に従い、情報セキュリティ対策を実施する。

⑤
・夏季休暇前の情報セキュリティ対策について周知した（8/6）。

・Axioleのファームウェアアップデートを実施した(夏)。

・両キャンパスともFWファームウェアのアップデートを行い，所
定の状態に設定した。

74

⑥
・情報セキュリティインシデント予防及び被害拡大を防ぐた
めの啓発、教職員・学生に対して随時情報提供や注意喚起を
行う。

⑤
・夏季休暇前の情報セキュリティ対策について周知した（8/6）。

・Axioleのファームウェアアップデートを実施した(夏)。

・両キャンパスともFWファームウェアのアップデートを行い，所
定の状態に設定した。

75

④
・各種規程・ガイドライン・マニュアル等について、法人全
体の共通課題を踏まえ、必要に応じ見直しを行う。

・また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイ
ドライン」及び「公的研究費等不正防止計画」に基づく取組
の実施、また、必要に応じ適切に取組内容を見直す。

④
・緊急対策マニュアルについて、災害時対応および学生等の負傷時
等での対応について改訂を行った。また、「研究機関における公的
研究費の管理・監査のガイドライン」及び「公的研究費等不正防止
計画」に基づく教員への確認等を実施した。

76

⑤
機構の中期計画及び年度計画を踏まえ、本校の個別の年度計
画を定める。その際、必要に応じて本校の各学科の特性に応
じた具体的な成果指標を設定する。

⑤
・令和８年度からの学科改組等の取組において、各学科の特性・特
徴を改めて検討した。
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